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事） 

議案６３ 財産の買入れについて（ＧＩＧＡスクール構想学習者用端末） 

議案６４ 豊明市スマートフォン等の適正使用の推進に関する条例の制定
について 

議案６５ 豊明市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定め
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議案６６ 豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正につい
て 

議案６７ 豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 
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議案６９ 豊明市児童館条例の一部改正について 

議案７０ 豊明市子育て支援センター条例の一部改正について 

議案７１ 豊明市下水道条例の一部改正について 

議案７２ 令和７年度豊明市一般会計補正予算（第３号）について 

議案７３ 令和７年度豊明市下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 



報告第７号 
 
   健全化判断比率の報告について  
 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第

１項の規定に基づき、令和６年度における豊明市の財政健全化判断比率及び資

金不足比率について、別添のとおり報告する。 

 
  令和７年８月２５日提出 

 
                 豊明市長  小 浮 正 典      



１　実質赤字比率

指標名 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 １２.７４％ ２０.００％

※
―

　※　９．２７％の黒字であり、赤字は生じておりません。

２　連結実質赤字比率

指標名 早期健全化基準 財政再生基準

連結実質赤字比率 １７.７４％ ３０.００％

※
―

　※　１４．３８％の黒字であり、赤字は生じておりません。

３　実質公債費比率

指標名 早期健全化基準 財政再生基準

実質公債費比率 ２５.０％ ３５.０％

１．２％

４　将来負担比率

指標名 早期健全化基準

将来負担比率 ３５０.０％

※
―

　※　６０．３％の黒字であり、赤字は生じておりません。

５　公営企業における資金不足比率

指標名 経営健全化基準

資金不足比率 ２０.０％

※
―　令和６年度における豊明市の資金不足比率

　※　水上太陽光発電事業特別会計は、８，９６７千円の剰余額、

　　下水道事業会計は、５１６，９３２千円の剰余額であり、資金不足は生じて

　　おりません。

健全化判断比率

　令和６年度における豊明市の実質赤字比率

　令和６年度における豊明市の連結実質赤字比率

　令和６年度における豊明市の実質公債費比率

　実質公債費比率は、３カ年の平均(令和４、５、６年度)です。

　令和６年度における豊明市の将来負担比率













報告第８号 

 
放棄した債権の報告について 

豊明市債権管理条例第１３条第１項の規定に基づき、市の債権を別紙のとお

り放棄したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 
令和７年８月２５日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典      



私債権等放棄調書  

所管課 学校給食センター 

債権の名称 学校給食費 

債権の金額及び件数 ４９０，３７５円（５件） 

債権を放棄した理由 消滅時効に係る時効期間が満了し、私債権等放棄審査

会において審査され、放棄妥当と決定したため。  

（豊明市債権管理条例第１３条第１項第１号該当） 

 

 

 

 



報告第９号 

 

   専決処分事項の報告について 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、工事請負契約金額の変更額を 

別添のとおり専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 

令和７年８月２５日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 



専決第４号 

 
工事請負変更契約の専決処分書  

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、工事請負変更契約を専決する。  

 
令和７年３月１９日専決 

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
記 

１ 工 事 名   国庫補助事業 公園施設改修工事 

２ 工 事 場 所   豊明市三崎町三崎地内 

３ 工 事 の 概 要   三崎水辺公園の遊戯施設、園路広場及び管理施設等の 

           大規模改修を行う。 

４ 請負契約金額   変更前 ２１７，８００，０００円 

          変更後 ２１０，９７４，５００円 

５ 請 負 契 約 者     豊明市新田町子持松１４番地１６ 

株式会社山本工務店 豊明営業所 

所長 片嶋 博文 



議案第６０号  

 
   教育委員会の委員の任命について  

教育委員会の委員長山加代子氏は、令和７年９月３０日任期満了とな

るので、下記の者を任命するものとする。  

 
  令和７年８月２５日提出  

 
                 豊明市長  小 浮 正 典  

 
記  

住  所   豊明市前後町 

氏  名   八尋 久美子  
生年月日    

 
   説 明  

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４条第２項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからであ

る。  



議案第６１号 

 

   工事請負契約の締結について 

 下記のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

  令和７年８月２５日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 工 事 名 国庫補助事業 防災調整池設置工事  

２ 工 事 場 所 豊明市沓掛町勅使地内  

３ 工 事 の 概 要 防災調整池 １箇所 

貯留容量５，５００㎥ 

４ 請負契約金額 ４２６，６９０，０００円 

５ 請 負 契 約 者 豊田市青木町四丁目３５番地２  

株式会社成瀬組  
代表取締役 成瀬 丙午  

６ 契 約 の 方 法 制限付一般競争入札（事後審査型） 

 
   説 明 

 この案を提出するのは、国庫補助事業 防災調整池設置工事施工のため必要

があるからである。 

 



議案第６２号 

 

   工事請負契約の変更について 

 下記のとおり工事請負契約を変更するものとする。 

 

  令和７年８月２５日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 工 事 名   国庫補助事業 公園施設改修工事 

２ 工 事 場 所   豊明市三崎町三崎地内 

３ 工 事 の 概 要   三崎水辺公園の遊戯施設、園路広場及び管理施設等の 

大規模改修を行う。 

４ 請負契約金額   変更前 ２１０，９７４，５００円 

           変更後 ２６７，９８０，９００円 

５ 請 負 契 約 者   豊明市新田町子持松１４番地１６ 

           株式会社山本工務店 豊明営業所 

           所長 片嶋 博文 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、三崎水辺公園における公園施設改修工事の設計変更

に伴い、工事請負契約を変更するため必要があるからである。 

 



議案第６３号 

 

財産の買入れについて 

 下記のとおり財産を買い入れるものとする。 

 

  令和７年８月２５日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 物 品 名   ＧＩＧＡスクール構想学習者用端末 

２ 納 入 場 所   豊明市阿野町茶屋浦地内外 

３ 数   量   ５，７９９台 

４ 買 入 金 額   ３１７，６６９，２２０円 

５ 買 入 先   名古屋市中村区平池町四丁目６０番地１２ 

          グローバルゲート２５Ｆ 

          株式会社フューチャーイン 

          常務取締役 岩間 泰大 

６ 契約の方法   随意契約 

 

説 明 

 この案を提出するのは、各小中学校に学習者用端末を買い入れるため必要が

あるからである。 

 

 

 



議案第６４号 

 
   豊明市スマートフォン等の適正使用の推進に関する条例の制定について 
 豊明市スマートフォン等の適正使用の推進に関する条例を別添のように定め

るものとする。 

 
  令和７年８月２５日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
   説 明 

 この案を提出するのは、スマートフォン等の適正使用を促す対策を総合的に

推進するため、条例を制定する必要があるからである。 



豊明市スマートフォン等の適正使用の推進に関する条例 

 

スマートフォン、パソコン、タブレット等は便利な機器であり、今や生活に

欠かせない必需品です。一方で、ゲーム、ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキン

グサービス）、動画の視聴や配信等の過度な使用により、睡眠時間の減少によ

る生活リズムの乱れ等、健康面や社会生活で影響を及ぼすほか、家族間の対話

時間が短くなる等、親子関係や家庭環境にも影響を与えるなど、特に心身が成

長期にある子どもにとっては、乳幼児期も含め健全な育成を阻害してしまうお

それがあります。ここに、スマートフォン等の過剰使用が引き起こしかねない

身体面、精神面及び生活面への悪影響に関する対策を総合的に推進するため、

この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、スマートフォン等の適正使用を推進するため、市、保護

者及び学校等の役割を明らかにするとともに、スマートフォン等の適正使用

の推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、子どもの健やか

な成長と、市民全体が健全に暮らせる社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） スマートフォン等 インターネットやアプリ等の機能を利用して情

報を閲覧（視聴を含む。）、ゲーム及びＳＮＳをすることができるス

マートフォン、タブレット、ゲーム機器、パソコン等の機器をいう。 

（２） スマートフォン等の過剰使用 健康又は日常生活若しくは社会生活 

に支障が生じるほど、一般的な日常生活で最低限必要となる機能以外

の過剰な使用によりスマートフォン等にのめりこんでいる状態をいう。 

（３） 子ども 市内に在住又は在学する１８歳未満の者をいう。 

（４） 保護者 子どもに対して親権を行う者若しくは未成年後見人又はこ

れらに準ずる者をいう。 

（５） 学校等 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する



学校のうち１８歳未満が通学するもの、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所、同法第６条の３第１

０項に規定する小規模保育事業を行う施設、同法同条第１２項に規定

する事業所内保育事業を行う施設及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）

第２条第６項に規定する認定こども園をいう。 

（６） 専門職等 医療、保健、福祉、保育、教育その他スマートフォン等

の適正使用の推進に関連する業務に従事する者をいう。 

（７） 余暇時間 次のいずれにも該当しない時間であって、市民一人ひと

りが自由に使える時間をいう。 

ア 食事、睡眠等の生命維持に必要な活動時間 

イ 仕事、家事等の生活の維持に必要な活動時間 

ウ 学校での活動時間及び学業等自己の成長に必要な活動時間 

（基本理念） 

第３条 スマートフォン等の適正使用の推進対策は、次に掲げる事項を基本理

念とする。 

（１） スマートフォン等の適正使用の推進を実施するとともに、スマート

フォン等の過剰使用をしている者及びその家族が日常生活及び社会生

活を円滑に営むことができるように支援すること。 

（２） スマートフォン等の適正使用の推進においては、市、保護者、学校

等及び専門職等が相互に連携を図りながら協力して社会全体で取り組

むこと。 

（スマートフォン等の適正使用の推進に向けた基本目標） 

第４条 余暇時間における電話や生活に必要な機能の使用以外でのスマートフ

ォン等の使用（以下「余暇時間におけるスマートフォン等の使用」という。）

について、１日当たり２時間以内を目安とするよう、市、保護者、学校等及

び専門職等が連携して促す。 

２ 子どもにとって、十分な睡眠時間の確保は、心身の成長に不可欠であるこ

とに鑑み、余暇時間におけるスマートフォン等の使用について、小学生以下

は午後９時、中学生以上は午後１０時を目安とし、以降の時間帯の使用を控



えるよう、市、保護者、学校等及び専門職等が連携して促す。 

３ 余暇時間におけるスマートフォン等の使用については、子どもだけでなく、

保護者も含めた各自の目安となる使用時間や時間帯等、家庭でのルールを決

めるよう、市、学校等及び専門職等が連携して促す。 

（市の役割） 

第５条 市は、市民に対しスマートフォン等の適正使用に関して広く啓発を行

うとともに、スマートフォン等の過剰使用を未然に防ぐことができるよう、

必要な情報を収集し、その対策等に関する正しい知識の普及啓発を行う。 

２ 市は、スマートフォン等の過剰使用をしている者及びその家族に対する相

談支援等を推進するために、専門職等による相談及び支援の体制を整備する

ものとする。 

（保護者の役割） 

第６条 保護者は、子どもをスマートフォン等の過剰使用から守る第一義的責

任を有することを自覚し、家族全体でその適正使用への理解を深めるよう努

めるものとする。 

２ 保護者は、子どものスマートフォン等の使用を適切に管理するよう努める

ものとする。 

３ 保護者は、第４条の基本目標を達成するため、自らスマートフォン等の使

用について、家庭においてルール作りを行うよう努めるものとする。 

（学校等の役割） 

第７条 学校等は、スマートフォン等の適正使用についての各家庭におけるル

ール作りの必要性に対する理解が深まるよう、子どもへの指導及び保護者へ

の啓発を行うものとする。 

（財政上の措置） 

第８条 市は、スマートフォン等の適正使用に関する施策を推進するため、必

要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、スマートフォン等の適正使用の推進に

関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 



この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 



議案第６５号 
 
   豊明市乳児等通園支援事業の整備及び運営に関する基準を定める条例の

制定について 
 豊明市乳児等通園支援事業の整備及び運営に関する基準を定める条例を別添

のように定めるものとする。 

 
  令和７年８月２５日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典    ＿ 

 
   説 明 
 この案を提出するのは、児童福祉法に基づき、豊明市内の乳児等通園支援事

業の設備及び運営に関する基準を定めるため必要があるからである。 



豊明市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」と

いう。）第３４条の１６第１項の規定に基づき、豊明市内の乳児等通園支援

事業の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によ

る。 

（乳児等通園支援事業の設備及び運営基準） 

第３条 法第３４条の１６第１項に規定する条例で定める基準は、乳児等通園

支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第１号）に定める

ところによる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第６６号 
 
   豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 
 豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を別添の

ように定めるものとする。 
 
  令和７年８月２５日提出 
 
                 豊明市長  小 浮 正 典        
 
   説 明 
 この案を提出するのは、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律及び人事院規則の一部改正に伴い必要があるからである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年豊明市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項中「第１５条の３第１項」を「第１７条の３第１項」に改め

る。 

第１５条の３第１項中「申告、請求又は申出（次条において「請求等」とい

う。）」を「請求等」に改め、同条を第１７条の３とし、第１５条の４を第１

７条の４とする。 

第１７条の次に次の１条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、豊明市職員の育児休業等に関する条例（平成４年

豊明市条例第１号。以下「育休条例」という。）第２３条第１項の措置を講

ずるに当たっては、同条の規定による申出をした職員（以下この項において

「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号におい 

て「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるため 

の措置 

（２） 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」とい 

う。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

（３） 育休条例第２３条第１項の規定による申出に係る子の心身の状況又 

は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以 

後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との 

両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確 

認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対

象職員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

（１） 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号におい 

て「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるため 



の措置 

（２） 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するた 

めの措置 

（３） 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職 

員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職 

業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係 

る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事

項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、次条の規定

は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にお

いても、この条例による改正後の豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例第１７条の２第２項の規定の例により、同項各号に掲げる措置を講ずるこ

とができる。この場合において、その講じられた措置は、施行日以後は、同

項の規定により講じられたものとみなす。 

 



議案第６７号 
 
   豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 
 豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 
 
  令和７年８月２５日提出 
 
                 豊明市長  小 浮 正 典      
 

   説 明 

 この案を提出するのは、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に

伴い必要があるからである。 

 
 

 



豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  
 
 豊明市職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊明市条例第１号）の一部

を次のように改正する。  
 第１条中「第１９条第３項」を「第１９条第６項」に、「第１９条第１項及

び第２項」を「第１９条第１項から第３項まで及び第５項」に改める。 
第１９条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（以下「定年前再任

用短時間勤務職員等」という。）」を削り、「除く。」の次に「次条において

同じ。」を加える。 

第２０条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項

中「部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同

じ。）の承認は、正規の勤務時間（豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例（平成７年豊明市条例第１号。以下「勤務時間条例」という。）第２条から

第５条までに規定する勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等

を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定

められた勤務時間）をいう。）の始め又は終わりにおいて」を「育児休業法第

１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休業

（以下「第１号部分休業」という。）の承認は」に改め、同条第２項中「勤務

時間条例」を「豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年豊明市

条例第１号。以下「勤務時間条例」という。）」に改め、「勤務しない職員」

の次に「（非常勤職員を除く。）」を加え、「部分休業」を「第１号部分休

業」に改め、同条第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改める。 

第２０条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第２０条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同

条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、

１時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっ

ては、それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することが

できる。 

（１） １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場 



合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき  

当該勤務時間の時間数 

（２） 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、 

当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２０条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年

４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として

条例で定める時間） 

第２０条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を

基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該

各号に定める時間とする。 

（１） 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

（２） 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１ 

０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２０条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶

者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条

第２項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたこと

により同条第３項の規定による変更（以下「第３項変更」という。）をしな

ければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障

が生じると任命権者が認める事情とする。 

第２１条中「職員が」の次に「育児休業法第１９条第１項に規定する」を加

える。 

第２２条中「第１３条の規定は、部分休業について準用する」を「育児休業

法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で定める事

由は、職員が第３項変更をしたときとする」に改める。 

附 則 
 （施行期日）  
第１条 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。  



 （経過措置）  
第２条 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例 

の施行の日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求 

をする場合におけるこの条例による改正後の豊明市職員の育児休業等に関す 

る条例第２０条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０ 

分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは 

「５」とする。 



議案第６８号 
 
   豊明市都市計画税条例の一部改正について 
 豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 
 

 令和７年８月２５日提出 
 
                 豊明市長  小 浮 正 典  
 
   説 明 

この案を提出するのは、今後の都市計画事業の状況を踏まえ必要があるから

である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市都市計画税条例（昭和４７年豊明市条例第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条中「１００分の０．３」を「１００分の０．２５」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市都市計画税条例の規定は、令和８年度

以後の年度分の都市計画税について適用し、令和７年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 



議案第６９号 

 

   豊明市児童館条例の一部改正について 

 豊明市児童館条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和７年８月２５日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、児童福祉法の改正に伴い乳児等通園支援事業を実施

するため必要があるからである。 



豊明市児童館条例の一部を改正する条例 

 

豊明市児童館条例（昭和５２年豊明市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

第１１条を第１３条とする。 

第１０条前段中「、第５条及び第６条」を「から第７条まで」に改め、同条

後段中「、第５条及び第６条」を「から第７条までの規定」に改め、同条を第

１２条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（利用料） 

第１１条 施設の管理を指定管理者が行う場合における利用料は、規則で別に

定める額を上限とし、指定管理者が市長の承認を得て定める額とする。 

２ 指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て定めた基準により、利用料の

減免又は一部若しくは全部の還付を行うことができる。 

３ 第１項の利用料は、指定管理者の収入とする。 

第９条第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同条第４号とし、同

条第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 施設の利用に係る料金（以下「利用料」という。）に関する業務 

 第９条を第１０条とし、第６条から第８条までを１条ずつ繰り下げ、第５条

の次に次の１条を加える。 

（使用料） 

第６条 市長は、施設で実施した事業について、使用料を徴収することができ

る。 

２ 前項の規定による使用料は、市長が規則で別に定める額とする。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



議案第７０号 

 

   豊明市子育て支援センター条例の一部改正について 

 豊明市子育て支援センター条例の一部を改正する条例を別添のように定める

ものとする。 

 

  令和７年８月２５日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、児童福祉法の改正に伴い乳児等通園支援事業を実施

するため必要があるからである。 



豊明市子育て支援センター条例の一部を改正する条例 

 

豊明市子育て支援センター条例（平成１６年豊明市条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

第３条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。  

（５） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第２３項に規

定する乳児等通園支援事業  

第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を加える。 

（使用料） 

第６条 市長は、センターで実施した事業について、使用料を徴収することが

できる。 

２ 前項の規定による使用料は、市長が規則で別に定める額とする。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



議案第７１号 

 
豊明市下水道条例の一部改正について 

豊明市下水道条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 
令和７年８月２５日提出 

 
豊明市長  小 浮 正 典      

 
説 明 

この案を提出するのは、標準下水道条例の一部改正及び下水道使用料を改定

することに伴い必要があるからである。 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 



「 

」  

豊明市下水道条例の一部を改正する条例 

    

豊明市下水道条例（平成３年豊明市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

第９条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、災害その他非常の場合において、市長が他の市

町村長の指定を受けた業者に排水設備等の工事を行わせる必要があると認め

るときは、他の市町村長の指定を受けた業者が工事を実施することができる。 

 第１６条の表中 

５５０円１０立方メートルまで ４０円

１０立方メートルを超え 

２０立方メートルまで 

１００円

２０立方メートルを超え 

３０立方メートルまで 

１０９円

３０立方メートルを超え 

５０立方メートルまで 

１４５円

５０立方メートルを超え 

８０立方メートルまで 

１６０円

８０立方メートルを超え 

１００立方メートルまで 

１８９円

１００立方メートルを超え

３００立方メートルまで 

２０２円

３００立方メートルを超え

４００立方メートルまで 

２０７円

４００立方メートルを超え

５００立方メートルまで 

２１０円

５００立方メートルを超え

るもの 

２２８円

を 



「 

」  

 

７００円５立方メートルまで ４０円

５立方メートルを超え 

１０立方メートルまで 

７０円

１０立方メートルを超え 

２０立方メートルまで 

１２０円

２０立方メートルを超え 

３０立方メートルまで 

１４５円

３０立方メートルを超え 

５０立方メートルまで 

１９０円

５０立方メートルを超え 

１００立方メートルまで 

２１０円

１００立方メートルを超え

５００立方メートルまで 

２３０円

５００立方メートルを超え

るもの 

２４０円

 

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１６条の改正規定に

ついては、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市下水道条例第１６条の規定は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に確定する排出量に係る使用

料の算定から適用し、施行日前に確定する排出量に係る使用料の算定は、な

お従前の例による。 

第３条 使用料算定の基礎となる使用水量について、その使用期間が施行日前

から施行日以後に引き継ぐものであるときは、当該使用期間の使用水量に係

る使用料は、その使用期間各日の使用水量を均等とみなし、施行日前の使用



日数及び施行日以後の使用日数に応じて、日割りにより算定する。 



議案第７２号 

 

 

 

 

 

令和７年度 

 

 

豊明市一般会計補正予算書（第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

議案第７２号 

 
令和７年度豊明市一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和７年度豊明市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５６３，８４８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，９７９，０９５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

 歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  

    令和７年８月２５日提出  

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 
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75

3

10 教育費

1

3,338,079

3

344,525 3,6

,

82,604

9

 2 小学校費

　

8

818,8

0

82 319,404 1,138,286

出

15 県支出金

　

2,634,85

予

6 6,345 2,64

　

1,201

算

 2 県補助金

　

1,103,

１ 補

108 6,345 1,

　

109,453

正

17 寄附金
204,010 1,000 205,010

 1 寄附金

204,010 1,000 205,010

　

18 繰入金
2,064,203

歳

365,760 2,4

　

29,963

入

 1 基金繰入金

単

2,03

位

0,687 365,7

 

60 2,396,44

:

7

2

 

1 市債
1

表

千

,629,100 18

円

9,600 1,818

款

,700

項

 1 市債

補

1,629,100

正

189,600 1,8

前

18,700

の額 補

　

　正　額 計

歳　　　　入　　　　合　　　　計 29,415,247 563,848 29,979,095

　

歳　出 単位 :

1

 千円

款 項 補正前の額

4

補　正　額 計

国  2 総務費庫

4,234,0

支

98 18,443 4,

出

252,541

金

 1 総務管理費
3,290,947 12,3

　

00 3,303,247

 2 徴税費
625,805 5,00

5

0 630,805

,

 3 戸籍住

6

民基本台

4

177,325 1,1

5

43 178,468帳

,

費

 

歳

0

3 民生費

5

12,765,968

9

12,254 12,7

1

78,222

,

 1 社会福祉費

1

6,60

4

3,395 610 6,

3

604,005

5

 2 児童福祉

,

費
5,4

　

6

78,394 11,6

4

44 5,490,03

6

8

 

,

6 農林水産業費

2

186,829

0

19,479 206,

2

308

 1 農業費
186,812 19,479 206,29

2



　

080 809,750

出 単位 : 千円

款 項 補正前の額 補　正　

歳　　　　出　　　　

額

合　　　　計 29,4

計

15,247 563,848 29,979,095

 4 社会教育費

342,094 2,041 344,135

 5 保健体育費

歳

786,670 23,

3



第２表　繰越明許費補正

追　加

千円

第３表　債務負担行為補正
追　加

千円

第４表　地方債補正
追　加

千円

変　更

千円

千円

　公園整備事業

起  債  の  目  的

起  債  の  目  的

97,200

限度額

105,500

　公園整備事業

補　　　　　正　　　　　前

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

利率 償還の方法
　4.0% 以内

 (ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見直しを行った後においては、当該

見直し後の利率)

政府・県・その他の金融機関については、その融資条
件による。ただし、財政の都合により償還年限を短縮
し、もしくは繰上償還又は低利債に借換えすることが
できる。

　4.0% 以内
 (ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見直しを行った後においては、当該

見直し後の利率)

政府・県・その他の金融機関については、その融資条
件による。ただし、財政の都合により償還年限を短縮
し、もしくは繰上償還又は低利債に借換えすることが
できる。

補　　　　　正　　　　　後

証書借入
又は

証券発行

証書借入
又は

証券発行

起債の方法

金　額

149,135

款

　８　土木費

項

　３　河川費 　河川改修事業

事　業　名

事　　　　　　　　項 期　　間 限 度 額

部活動地域展開運営事業 　令和８年度から令和１０年度まで 145,335

自治体情報システム標準化対応業務事業 　令和８年度から令和９年度まで 47,410

起  債  の  目  的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

　4.0% 以内
 (ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見直しを行った後においては、当該

見直し後の利率)

政府・県・その他の金融機関については、その融資条
件による。ただし、財政の都合により償還年限を短縮
し、もしくは繰上償還又は低利債に借換えすることが
できる。

　排水路拡張事業 149,100

　大根若王子線改良事業 14,400
証書借入
又は

証券発行
　学校施設空調設置事業 17,800

4



歳　 算

1.総務費委託

　

金 1,149 1,14

補

3 2,292 1.戸籍

　

住民基本台帳事 1,1

正

43 中長期在留者住居

　

地届出等事務委託金 1

事

,143 増

　

務委託金

項　入 別

計 12,837 1,1

　

43 13,980

明　

15 款 県支出金

細

2 項 県補助金 単位：千

　

円

節
目 補正前の額 補　

書

正　額 計 説　　　　　

歳

　　明
区　　　分 金　

　

　額

入

2.民生費県補助金

　

658,700 6,345 665,045 2.老人福祉費補助金 500 地域医療介護総合確保基金事業補助金 500

6.保育園費補助金 5,845 保育所等給食費軽減対策支援金 5

歳

,845

計 1,103,108 6,345 1,109,453

14

17 款 寄附

款

金

1 項 寄附金 単位：千

国

円

節
目 補正前の額 補　

庫

正　額 計 説　　　　　

　

支

　　明
区　　　分 金　

出

　額

金

1.一般寄附金 20

3

4,010 1,000

項

205,010 1.一

委

般寄附金 1,000 保

託

育園費寄附金 1,00

金

0

単位

計 204,01

出

：

0 1,000 205,

千

010

円

節
目 補正前の額

　

補　正　額 計 説　　　

予

　　　　明
区　　　分

　

金　　額

5



,385 1.財政調整基金繰入金 48,760 財政調整基金繰入金 48,760 増

1

2.教

8

育基金繰入金 361,

款

000 301,000

繰

662,000 1.教

入

育基金繰入金 301,

金

000 教育基金繰入金

1

301,000 増

項 基

3.

金

公共施設建設及び整備

繰

基金繰入金 237,0

入

00 16,000 25

金

3,000 1.公共施

単

設建設及び整 16,0

位

00 公共施設建設及び

：

整備基金繰入金 16,

千

000 増

円

備基金繰入金

節
目 補

計 2,030,68

正

7 365,760 2,

前

396,447

の額

21 款 市債

1 項 市

補

債 単位：千円

節
目 補正

　

前の額 補　正　額 計 説

正

　　　　　　　明
区　

　

　　分 金　　額

額

3.土木

計

債 1,472,500

説

171,800 1,6

　

44,300 2.河川

　

改修事業債 149,1

　

00 排水路拡張事業 1

　

49,100

　　

4.都市計

　

画事業債 8,300 公

明

園整備事業 8,300

区

増

　　

5.街路事業債 14,

　

400 大根若王子線改

分

良事業 14,400

金　

6

　

.教育債 0 17,80

額

0 17,800 1.学校施設改修事業債 17,800 学校施設空調設置事業 17,800

計 1,629,100 189,600 1,818,700

1.財政調整基金繰入金 929,625 48,760 978

6



歳　

　

949 22. 償還金、

額

利子及 5,000

国

業

県

び割引料

支

過誤納還付金 5,00

出

0 増

金

5

地

,0005,000

方債

計

その

5,0005

他

,000

財

計

　

625,805 5,0

源

00 630,805

4,0814 秘書人事管 4,0812.秘書人事管理 1,100,938 4,081 1,105,019 12. 委託料 4,081
理事務事業

出

費 電算関係委託料 4,081 増

4,0814,081計

2

2,4

款

944 公共施設管

総

2,494

務費

7.財産管理費 393

1

,376 2,494 3

項

95,870 14. 工

総

事請負費 2,494

務

理事業

管

遊

理

具等改修工事 2,49

費

4

単

2,

位

4942,494

：千

計

円

節

2,2981 市

事

民活動推 2,298

　業

11.市民活

金

動推進 167,518

　

5,725 173,2

額

43 14. 工事請負費

補

2,298

進事業

 正

費 営繕工事

 

費 1,000 増

額 

18. 負担金、

の

補助及 3,427 カラ

 

ット屋外トイレ倉庫 1

財

,298

 

び

源

交付金 改修工事

 内

3,427

 

3 区長会事業 3,4

訳

27

説　　

集会所改修等補助

　

金 3,427 増

明補

5,7255,

正

725

前

計

目 補

12,3

正

0012,300

額 計

計 3,29

区

0,947 12,30

　

0 3,303,247

分 金　額
特

2 款 総務費

2 項 徴

　

税費 単位：千円

節
事　

　

業 金　額
補 正 額 

定

の 財 源 内 訳
説

　

　　　明補正前
目 補正

　

額 計
区　分 金　額

特　

財

　定　　財　　源 一　

　

般
の　額

国県支出金 地

　

方債 その他 財　源
5,

源

0001 徴収計算

一

事 5,000

　般

2.徴収費 70,9

の

49 5,000 75,

7



の

　　明補正前
目 補正額

　

計
区　分 金　額

特　　

額

定　　財　　源 一　般

国

の　額
国県支出金 地方

県

債 その他 財　源
6,5

支

752 児童館等管

出

6,575

金 地

1.児童福祉総務 2,

方

017,946 6,5

債

75 2,024,52

そ

1 10. 需用費 64

の

理運営事業消耗品費

他 財

費 64 消耗

　

品費 64

源

1

14. 工事請負費 3,

,

872 児童館等整備工

1

事費 3,872 増

43

備品購入費 2,639

3 戸籍住民基 1,1431.戸籍住民基本 177,325 1,143 178,468 17. 備品購入費 1,143
本台帳事務台帳費 在留カード住居地等記録 1,143

事業

2

端末購入費

款 総

1,1431,1

務

43

費

計

3 項

1,143

戸

1,143

籍住

計 177,325

民

1,143 178,4

基

68

本台帳費

3 款 民生費

1

単

項 社会福祉費 単位：千

位

円

節
事　業 金　額

補 

：

正 額 の 財 源 

千

内 訳
説　　　明補正

円

前
目 補正額 計

区　分 金

節

　額
特　　定　　財　

事

　源 一　般
の　額

国県

　

支出金 地方債 その他 財

業

　源

5001 老人

金

福祉事 500

　額

2.老人福祉費 1,

補

251,543 500

 

1,252,043 1

正

8. 負担金、補助及 5

 

00

業

額 

び交付金 介護支援専門

の

員研修受講 500

 財

支援事業費補

 

助金

源

50

 

0500

内

計

 訳

110

説

1 心身障害児 11

　

0

　

3.心身

　

障害者福 2,310,

明

596 110 2,31

補

0,706 18. 負担

正

金、補助及 110

前

者福祉推進

目 補

祉費 び交付金 障害児者

正

支援団体等活動 110

額

事業

計
区

費補助金

　分

110110

金　

計

額

5

特

00 110610

　　

計 6,60

定

3,395 610 6,

　

604,005

　財　　

3

源

款 民生費

2 項 児童福祉

一

費 単位：千円

節
事　業

　

金　額
補 正 額 の

般

 財 源 内 訳
説　

8



県

25 増

支

び交

出

付金

金

1

地

6,000 2,979

方

18,979

債 そ

計

の

1

他

6,000 3,479

財

19,479

　源

計 186,812 19,479 206,291

(児童福祉総務 17. 備品購入費 2,639

費)

6,5756,575計

3

5,845

款

1,000 -1,77

民

62 保育事業 5,

生

069

費

2.

2

保育園費 3,460,

項

448 5,069 3,

児

465,517 17.

童

備品購入費 1,300

福祉

遊具購入費

費

1,300

単位

18. 負担金、補助

：

及 3,769 民間保育

千

所等運営費補助 3,7

円

69 増

節

び交

事

付金 金

　業

5,845 1,000

金

-1,7765,06

　

9

額

計

補 

5,845 1

正

,000 4,799

 

11,644

額 

計 5,478,3

の

94 11,644 5,

 

490,038

財 源 

6

内

款 農林水産業費

1 項 農

 

業費 単位：千円

節
事　

訳

業 金　額
補 正 額 

説

の 財 源 内 訳
説

　

　　　明補正前
目 補正

　

額 計
区　分 金　額

特　

　

　定　　財　　源 一　

明

般
の　額

国県支出金 地

補

方債 その他 財　源
50

正

03 農業総務事 5

前

00

目

2.農

補

業総務費 66,669

正

500 67,169 1

額

0. 需用費 500

計

務事業修繕料

区　

500 修繕料 500

分

増

金

50

　

0500

額

計

特　

16,

　

000 2,979

定

1 土地改良事 18,9

　

79

　

5.農

財

地費 89,152 18

　

,979 108,13

　

1 14. 工事請負費 1

源

3,754

業

一　

農水管閉塞工事

般

費 13,754

の　

18. 負担金、

額

補助及 5,225 境川

国

堰管理費負担金 5,2

9



出金

費 排水路拡張

地

工事費 149,135

方債

149

そ

,100 35149,

の

135

他

計

財　

149,

源

100 35149

1

,135

,

計

0

583,751 149

0

,135 732,88

0

6

1 商工業振興 1,0002.商工振興費 101,649 1,000 102,649 18. 負担金、補助及 1,000
補助事業び交付金 とよあけ事業者応援選べ 1,000 増

る補助金

7 款

1,0001,

商

000

工

計

費

1

1,00

項

01,000

商工

計 181,31

費

3 1,000 182,

単

313

位：千円

8 款 土木費

節

2 項 道路橋梁費 単位：

事

千円

節
事　業 金　額

補

　

 正 額 の 財 源

業

 内 訳
説　　　明補

金

正前
目 補正額 計

区　分

　

金　額
特　　定　　財

額

　　源 一　般
の　額

国

補

県支出金 地方債 その他

 

財　源

14,400 -

正

14,4001 道

 

路維持事 0

額 

1.道路維持費 363

の

,627 4,000 3

 

67,627 12. 委

財

託料 4,000

業

 源

財源振替

 内

4,000

 

2 道路管理事 4

訳

,000

説　

業

　

調査測

　

量設計等委託料 4,0

明

00 増

補

1

正

4,400 -10,4

前

004,000

目 補

計

正額

14,400 -10,

計

4004,000

区　

計 578,

分

017 4,000 58

金

2,017

　額
特　

8 款 土

　

木費

3 項 河川費 単位：

定

千円

節
事　業 金　額

補

　

 正 額 の 財 源

　

 内 訳
説　　　明補

財

正前
目 補正額 計

区　分

　

金　額
特　　定　　財

　

　　源 一　般
の　額

国

源

県支出金 地方債 その他

一

財　源

149,100

　

351 河川改修事

般

149,135

の　

1.河川新設改良

額

560,841 149

国

,135 709,97

県

6 14. 工事請負費 1

支

49,135
業

10



県支

学校用地購入

出

費 301,520

金 地

17,80

方

0 301,000 60

債

4319,404

その

計

他 財

17,800 301

　

,000 6043

源

19,404

1,

計 818,882 3

9

19,404 1,13

5

8,286

81 市街地開発 1,9582.市街地開発費 1,777,758 1,958 1,779,716 17. 備品購入費 1,958
事業 社会実験用備品購入費 1,958

1,9581,95

8

8

款

計

土木

8,300 9

費

982 公園施設改

4

9,298

項 都

4.公園事業費 284

市

,269 9,298 2

計

93,567 14. 工

画

事請負費 9,298

費

修事業

単

公

位

園遊具設置工事費 9,

：

298

千円

8,300 9989,

節

298

事

計

　業

3,75

金

61 下水道事業 3

　

,756

額

5

補

.都市下水路費 478

 

,710 3,756 4

正

82,466 18. 負

 

担金、補助及 3,75

額

6

会計繰出事

 の

び交付金 他会計

 

補助金 3,756 増

財

業

 源 

3,7563

内

,756

 

計

訳
説

8,3

　

00 6,7121

　

5,012

　明

計 2,716,863

補

15,012 2,73

正

1,875

前
目 補正

10 款

額

教育費

2 項 小学校費 単

計

位：千円

節
事　業 金　

区

額
補 正 額 の 財

　

 源 内 訳
説　　　

分

明補正前
目 補正額 計

区

金

　分 金　額
特　　定　

　

　財　　源 一　般
の　

額

額
国県支出金 地方債 そ

特

の他 財　源
17,80

　

0 301,000 60

　

42 小学校管理 3

定

19,404

　　

1.学校管理費 75

財

2,005 319,4

　

04 1,071,40

　

9 14. 工事請負費 1

源

7,884

事務事

一

業

　

特別教室

般

等エアコン設置 17,

の

884

　

1

額

6. 公有財産購入費 3

国

01,520 工事費
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国

0

県支出金 地方債 その他 財　源

1,6982 図書館活動 1,6983.図書館費 128,985 1,698 130,683 17. 備品購入費 1,698
事業 図書館資料購入費 1,698 増

1,6981,698

10

計

款

34

教

31 文化財保護 3

育

43

費

4.文

4

化財保護費 9,400

項

343 9,743 12

社

. 委託料 343

事

会

業

教

歴史民俗

育

資料室受付等委 343

費 単

託料

位：

343343

千円

計

節
事

2,041

　

2,041

業 金

計 342,094 2,

　

041 344,135

額
補 正 

10 款 教育費

5 項

額

保健体育費 単位：千円

 

節
事　業 金　額

補 正

の

 額 の 財 源 内

 

 訳
説　　　明補正前

財

目 補正額 計
区　分 金　

 

額
特　　定　　財　　

源

源 一　般
の　額

国県支

 

出金 地方債 その他 財　

内

源

5762 スポー

 

ツ振 576

訳
説

1.保健体育総務 48

　

,017 576 48,

　

593 12. 委託料 5

　

76
興事業

明補

費 スポーツ講演会

正

委託料 576

前
目

576576

補正

計

額 計

22,504

区

2 給食センタ 22,5

　

04

分

3.学

金

校給食費 656,12

　

2 22,504 678

額

,626 10. 需用費

特

22,504

ー活

　

動事業賄材料費

　定

22,504 賄材

　

料費 22,504 増

　財

22,5

　

0422,504

　源

計

一　

23,0802

般

3,080

の　

計 786,670 23

額

,080 809,75

12



議案第７３号 

 

 

 

 

 

令和７年度 

 

 

豊明市下水道事業会計補正予算書（第１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第７３号  

        

令和７年度豊明市下水道事業会計補正予算（第１号）  

 

（総則）  

第１条 令和７年度豊明市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。   

（収益的収入及び支出）  

第２条 令和７年度豊明市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。  

     （科目）     （既決予定額）   （補正予定額）  （計）  

収  入  

第１款 下水道事業収益 1,307,969 千円 3,756 千円 1,311,725 千円 

第２項 営業外収益 633,089 千円 3,756 千円 636,845 千円 

支   出      

第１款 下水道事業費用 1,257,969 千円 3,756 千円 1,261,725 千円 

第１項 営業費用 1,198,742 千円 3,756 千円 1,202,498 千円 

（他会計からの補助金）  

第３条 予算第９条中「２８７，３０６千円」を「２９１，０６２千円」に改める。  

 

令和７年８月２５日提出    

        

     豊明市長   小 浮 正 典  
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（単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 備考

1 下水道事業
  収      益

1,307,969 3,756 1,311,725

2 営業外収益 633,089 3,756 636,845

3 他会計補助金 287,306 3,756 291,062

（単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 備考

2 下水道事業
  費      用

1,257,969 3,756 1,261,725

1 営 業 費 用 1,198,742 3,756 1,202,498

4 総 係 費 110,280 3,756 114,036

目

令和７年度豊明市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入

支　　　　出

目

2



（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 節 金額

1 下水道事業収益 1,307,969 3,756 1,311,725

2 営業外収益 633,089 3,756 636,845

3 他会計補助金 287,306 3,756 291,062

1 他会計補助金 3,756 一般会計補助金　 3,756

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 節 金額

2 下水道事業費用 1,257,969 3,756 1,261,725

1 営 業 費 用 1,198,742 3,756 1,202,498

4 総 係 費 110,280 3,756 114,036 　

10 印刷製本費 185 印刷製本費 185

14 委 託 料 3,571 料金徴収等委託料 3,571

説明

説明

令和７年度豊明市下水道事業会計補正予算（第１号）事項別明細書

収益的収入及び支出

収　　　　入

支　　　　出
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